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Ⅰ 令和３年度普及指導方針

仙南地域では平坦地から高原地域まで広がる起伏に富んだ立地条件を生かして，畜産・

水稲・野菜の生産に加え，日本なしなどの果樹生産が盛んな地域である。また，農産物直

売所による販売や農畜産物の加工販売などのアグリビジネス活動も積極的に取り組まれて

いる。さらに，食の安全・安心や環境への負荷軽減を重視した持続性の高い「こだわり米」

や「ふるさと安心米」を始めとした環境保全型農業に積極的に取り組み，安全な農畜産物

の生産供給基地としての役割を担ってきた。

近年は，農業従事者の高齢化や担い手の減少が加速化するとともに，耕作放棄地が増加

するなど生産力の低下が一層進んでいるほか，イノシシ等の鳥獣被害が拡大している。

これに加え，令和元年東日本台風による集中豪雨により，丸森町，角田市などにおいて

甚大な被害が発生したことから，被災農家における経営の早期安定化と復旧農地における

農作物の安定生産が求められている。

このため，普及センターでは「第３期みやぎ食と農の県民条例基本計画」（令和３年３月

策定）や「仙南地域振興方針」（令和３～６年度）及び「地域普及指導基本方針」(令和２

年１２月策定）等を踏まえ，次の重点活動項目を掲げ，関係機関･団体との密接な連携のも

と，地域農業の活性化に向けて積極的に普及指導活動を推進する。

［ 重点活動項目 ］

１ 仙南の豊かな資源を活かした持続的な農業に取り組む経営体の支援

２ 仙南農業の基盤を支える強靱で自然と調和した地域づくり

３ 令和元年東日本台風被害からの復興の推進及び原発事故被害等に対する継続支援

１ 仙南の豊かな資源を活かした持続的な農業に取り組む経営体の支援

（１）先進的経営体や地域の核となる経営体の育成及び経営の安定化・高度化支援

生産技術の革新に取り組む先進的経営体や地域の核となる認定農業者，集落営農組

織，認定新規就農者などの経営の安定化，高度化を支援するとともに，農地整備地区

における担い手の育成を支援する。

（２）新たな担い手の確保・育成と多様な人材の活躍支援

農業の持続的な発展に向けて，新規就農者や新規参入者，定年帰農者等，新たな担

い手の確保・育成と地域農業を支える多様な人材の活躍に向けた取組を支援する。



（３）先端技術等の推進･普及による農業経営の効率化・省力化支援

アグリテックなどの先端技術を活用した農業経営の効率化や省力化により，生産性

の高い農業経営の実現を図るため，生産技術と経営管理の両面から総合的に支援する。

（４）園芸産出額の増大に向けた園芸産地の育成・強化支援

先進的園芸経営体の育成，大規模露地園芸の振興などにより園芸産出額の増大に向

けた取組を推進する。また，仙南を代表する果樹生産における担い手の確保・育成支

援，放棄園地対策の検討を行う他，地域の特色ある野菜の生産維持・技術向上を支援

する。

（５）収益性の高い水田農業・畜産経営の展開支援

水田フル活用による収益性の高い水田農業の展開や農地整備事業と連動した高収益

作物の導入促進と生産体制の構築を支援する他，畜産経営の規模拡大等による収益力

の強化を図る取組を支援する。

（６）多様化する需要の変化に対応した生産・販路拡大への取組支援

多様化する需要の変化に対応するため，６次産業化やブランド化などの取り組みを

通じてアグリビジネス経営体の育成を図るとともに，都市住民との交流拠点となる農

産物直売所に対して支援を行う。

２ 仙南農業の基盤を支える強靱で自然と調和した地域づくり

（１）地域資源や地域の特色を活かした営農・所得確保等に向けた取組支援

仙南地域の資源等を活用した地域農業の活性化や所得確保に向けて，地域の特色を

活かした新たな特産品づくりや食品加工業や飲食店，加工事業者との連携を支援する。

（２）鳥獣被害防止対策の効果的な推進

近年，増大している野生鳥獣による農作物被害を効果的に推進するため，被害防止

に向けた研修会の開催や電気柵の設置など，地域ぐるみの活動を支援する。

（３）市町や関係機関との連携強化と合意形成推進による地域農業の維持･発展支援

地域農業の維持・発展のため，市町やＪＡなどの関係機関と連携し「人・農地プラ

ン」の実質化を進める他，農業・農村の多面的機能を維持・発揮させていくため保全

隊などの取組を支援する。

（４）環境に配慮した持続可能な農業生産の取組支援

持続可能な農業生産や気象変動に対応した農産物の安定生産に向けて，環境に配慮

した栽培管理体系を導入するとともに，家畜排せつ物等の有機質資源を有効活用し環

境への負荷軽減を推進する。



３ 令和元年東日本台風被害からの復興の推進及び原発事故被害等に対する継続支援

（１）令和元年東日本台風からの復旧・復興に向けた支援

令和元年東日本台風被害からの復興を市町や関係機関とともに進め，被災農家にお

ける経営の早期安定化と復旧農地における農作物の安定生産を支援する。

（２）原発事故被害に対する継続支援

原発事故被害に起因する風評被害を解消するための適切な情報の発信など，安全・

安心な農産物を提供するための継続した支援を行う。

（３）新型コロナウイルス感染症等，新たな脅威に対応できる農業経営の継続に向けた支

援

新型コロナウイルス感染症の拡大といった新たな脅威の下で，農産物の安定生産や

販売対策の強化などの農業経営の継続に向けた支援を行う。

（４）みやぎの食と農への理解促進と安全・安心な農畜産物生産の取組支援

食と農に関する農業者と消費者の相互理解や地産地消の推進，安全・安心な農畜産

物の生産に向けて，農業生産工程管理（ＧＡＰ）やトレーサビリティを導入する農業

者の取組を支援する。


